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平成 18 年 11 月 27 日 

各  位 

会社名 株式会社ウェザーニューズ 

代表者名 代表取締役 草開千仁 

（ｺｰﾄﾞ番号 4825 東証１部） 

問合せ先 ＳＲコーナー(広報・IR)  

 リーダー 森下良治 

（TEL 043-274-5536） 

 

 

個人向けサービス事業の強化を目指した会社分割による分社化のお知らせ 

 

 

株式会社ウェザーニューズ（以下、当社）は平成 18 年 11 月 27 日開催の取締役会におい

て、平成 18 年 12 月１日を期して、下記のとおり、当社の個人向けサービス事業を強化す

るために、当事業の企画、制作、運営等のマネジメント機能を、新設する株式会社ウィズ ス

テーション（会社分割方式による新設会社）に承継することを決定しましたのでお知らせ

いたします。 

 

記 

 

１．会社分割の目的 

 

当社は、世界中の 65 億人に気象コンテンツを提供するグローバルな企業になることを目

指しています。会社設立以来、原点ともいえる海運向けサービスをはじめ安全性、経済性

を重視した企業向けの問題解決型の気象情報サービスの創造に継続して注力しており、現

在 20 以上の専門市場にサービスを展開しています。 

一方で、当社では、気象情報が電気や水のように、すべての家庭、すべての人々に行き

渡り、個々人の生活活動に欠かせないインフラとなるべきとの信念のもと、それを実現す

るために、既に 160 万人の有料会員をもつ携帯事業をはじめあらゆるメディアを通した個

人・一般向けの気象情報サービスを展開しています。個人・一般向けは、防災をはじめ問

題解決型をベースにしながらも、生活の中での喜び、楽しみ、やりがいを感じ、共感、共

鳴を起こすような双方向のサービスを提供しています。 

今回分社化する株式会社ウィズ ステーションは、ウェザーニューズの原点、原流、原石

ともいうべき企業向け問題解決型をベースに、企業向けとは異なった視点、方法で、個人

向けサービスに特化した企画、制作、運営等を行い、個人向けサービス事業を強化します。

会社という企業体としては、企業向け、個人向けの各部門の経営意識、経営責任を明確に

する一方、それぞれの市場に対しての事業運営体制を最適化（ある時は独立的に、ある時

は依存的に）することにより、双方の事業の収益性を高めていくことを志向しています。 
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２．会社分割の要旨 

 

（１） 分割の日程 

分割計画書承認取締役会     平成 18 年 11 月 27 日 

分割期日            平成 18 年 12 月１日（予定） 

分割登記                   平成 18 年 12 月１日（予定） 

 

（２） 会社分割方式 

① 分割方式 
  当社を分割会社として、新設会社を承継会社とする分社型の新設分割（簡易分割）

です。なお、本分割は会社法 805 条に定める簡易分割により株主総会の承認を得

ることなく行います。 

 

② 当分割方式を採用した理由 
新設会社の事業は、あくまでも当社の個人向けサービス事業を強化する一環として

行うため、経営体としては当社との一体化を維持しながら、迅速な意思決定等の効

率化を図ることができる分社型として新設分割し、当社の100％子会社とします。 

 

③ 株式割当て 
新設会社が分割に際して発行する株式は、普通株式 100 株で、その全株式を当社

に割り当てます。 

   

  ④ 当社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取り扱い 

該当事項はありません。 

 

  ⑤ 会計処理の概要 

    本件は、企業結合会計基準における共通支配下の取引に該当します。 

    なお、本分割により「のれん」は発生いたしません。 

 

⑥ 新設会社が承継する権利義務の内容 
    新設会社は、分割に際し、当社の個人向けサービス事業の企画、制作、運営等の

マネジメント機能に係わる資産の一部およびこれに付随する権利義務を承継しま

す。 

なお、新設会社の従業員は、既に本機能に従事する当社の従業員を出向させる予

定です。 

 

⑦ 債務履行の見込み 
本分割後の当社および新設会社が負担すべき債務については、その履行の見込み

に問題ないと判断しています。 

 

⑧ 新設会社に新たに就任する役員 
    ＜取締役、監査役＞ 

     

    代表取締役社長 石橋博良（現当社代表取締役会長） 

    取締役     森田清輝（現当社個人向けサービス事業 運営担当リーダー） 

    取締役     西祐一郎（現当社個人向けサービス事業 技術担当リーダー） 

    取締役     石橋知博（現当社個人向けサービス事業 マーケティング担当リーダー） 

    監査役     宮部二朗（現当社常務取締役） 
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３．会社分割の当事会社の概要 

 

(1) 商 号 株式会社ウェザーニューズ 

（分割会社） 

株式会社ウィズ ステーション

（新設会社） 

(2) 事 業 内 容 総合気象情報サービス 個人向け気象情報サービスの企

画、制作、運営等のマネジメント

(3) 設 立 年 月 日 昭和 61 年 6 月 11 日 平成 18 年 12 月 1 日(予定) 

(4) 本 店 所 在 地 東京都港区芝三丁目 1番 14 号

日本生命赤羽橋ビル 

千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目

3番地 

(5) 代 表 者 代表取締役 草開 千仁 代表取締役 石橋 博良 

(6) 資 本 金 1,706,500 千円 100,000 千円

(7) 発 行 済 株 式 総 数 11,844,000 株 100 株

(8) 純    資      産  2,893 百万円 100 百万円

(9) 総 資 産 8,216 百万円 100 百万円

(10) 決 算 期 5 月 31 日 5 月 31 日 

(11) 従 業 員 数 392 名 18 名（予定） 

（新設会社のすべての従業員

は、当社からの出向です） 

(12) 主 要 取 引 先 NTT ドコモ 

日本郵船 

全国朝日放送 

株式会社ウェザーニューズ 

(13) 大株主及び持株比率

（平成 18 年 5 月末日

現在） 

石橋 博良 

株式会社ダブリュ・

エヌ・アイ・インス

ティテュート 

ヤフー株式会社 

三菱東京 UFJ 銀行 

ウェザーニューズ従

業員持株会 

三菱 UFJ キャピタル

石橋 忍子 

三井住友銀行 

日本マスタートラス

ト信託銀行 

新橋商事 

22.24%

14.35%

3.80%

3.04%

2.56%

2.43%

1.94%

1.52%

1.24%

1.01%

 

株式会社ウ

ェザーニュ

ーズ 

100.0  %

(14) 主 要 取 引 銀 行 日本政策投資銀行 

商工中金 

三菱東京 UFJ 銀行 

三井住友銀行 

みずほコーポレート銀行 

千葉銀行 

千葉興業銀行 

未定 

(15) 当 事 会社との関係 資本関係：分割会社は、新設会社の発行済株式総数の 100.0%を保有
します。 

人的関係：分割会社は、新設会社に役員および従業員を派遣します。

取引関係：分割会社は、新設会社から主要なサービスを業務受託し

ます。 
 ※ 分割会社における会社概要は、平成 18 年 5月末日時点のものであります。 

※ 新設会社における会社概要は、平成 18 年 12 月 1 日設立時の予定です。 
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(16) 分割会社の最近 3決算期間の業績 

 株式会社ウェザーニューズ 

（分割会社） 

決算期 16 年 5 月期 17 年 5 月期 18 年 5 月期 

売上高   （百万円） 7,444 9,097 8,314

営業利益  （百万円） 950 422 290

経常利益  （百万円） 1,232 361 245

当期純利益 （百万円） 738 △50 △731

1 株当たり純利益 63 円 08 銭 △4円 28 銭 △63 円 81 銭

1 株当たり配当額   10 円 00 銭 10 円 00 銭 10 円 00 銭

1 株当たり純資産額  388 円 80 銭 375 円 06 銭 266 円 66 銭

 

 

４．分割する事業部門の内容 

 

（１）事業の内容 

    

   ・個人向けコンテンツサービス事業の戦略立案 

   ・個人向け気象コンテンツの企画、制作、運営等のマネジメント 

   ・個人向け気象コンテンツのメディア事業者等への配信 

 

（２）承継する部門の経営成績 

 

    当該部門は、個人向けサービス事業の企画、制作、運営等のマネジメント機能で

あるため、記載する経営成績はありません。 

 

（３）承継資産、負債の項目及び金額（平成 18 年 12 月１日見込み） 

 

資   産 負   債 

項   目 帳簿価額 項   目 帳簿価額 

流動資産 100 百万円 － －    

合   計 100 百万円 合   計 －    

    ※承継資産については、分割期日における見込み額であります。 

 

５．分割後の当社の状況 

 

  本件分割により、個人向けサービス事業の企画、制作、運営等のマネジメント機能を 

新設会社に移管することを除き、当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本 

金および決算期について変更はありません。 

新設会社は当社の 100％子会社であるため、連結業績に与える影響はありません。また、 

当社単独業績に与える影響は軽微である見込みです。 

なお、本分割により当社の総資産は変動しない見込みです。 

 

 

以上 


